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平成３０年度（平成３１年３月３１日現在）貸借対照表 

     (単位:百万円) 

  科    目    金  額     科    目    金  額   

  （資産の部）             （負債の部）          

  現 金 及 び 預 貯 金    26,063     保 険 契 約 準 備 金    44,331   

  現 金   ( 0 )   支 払 備 金   ( 14,929 ) 

  預 貯 金   ( 26,063 )   責 任 準 備 金   ( 29,401 ) 

  有 価 証 券    18,070      そ の 他 負 債    3,222   

   国 債    ( 2,535 )    共 同 保 険 借    ( 36 ) 

  地 方 債   ( 10,991 )    再 保 険 借   ( 209 ) 

   社 債    ( 601 )   外 国 再 保 険 借   ( 115 ) 

   株 式    ( 29 )    未 払 法 人 税 等   ( 134 ) 

   外 国 証 券    ( 1,044 )    預 り 金   ( 20 ) 

   そ の 他 の 証 券    ( 2,869 )    未 払 金   ( 1,492 ) 

  貸 付 金    0     仮 受 金   ( 881 ) 

   保 険 約 款 貸 付    ( 0 )    リ ー ス 債 務   ( 330 ) 

  有 形 固 定 資 産    454    役 員 退 職 慰 労 引 当 金   24  

   建 物    ( 80 )   賞 与 引 当 金   329  

  リ ー ス 資 産    ( 326 )  役 員 賞 与 引 当 金   24  

   その他の有形固定資産    ( 47 )   特 別 法 上 の 準 備 金   49   

  無 形 固 定 資 産    3,436     価 格 変 動 準 備 金   ( 49 ) 

   ソ フ ト ウ ェ ア    ( 2,103 )    繰 延 税 金 負 債   179   

   ソフトウェア仮勘定    ( 1,329 )   負債の部 合計    48,160   

   その他の無形固定資産    ( 3 )  （純資産の部）     

  そ の 他 資 産    6,289   資 本 金   32,260  

  未 収 保 険 料   ( 1,956 )  資 本 剰 余 金   30,497  

   代 理 店 貸   ( 76 )   資 本 準 備 金   ( 30,497 ) 

   共 同 保 険 貸    ( 10 )   その他資本剰余金   ( 0 ) 

   再 保 険 貸    ( 496 )  利 益 剰 余 金   △57,203  

   外 国 再 保 険 貸    ( 39 )   その他利益剰余金   ( △57,203 ) 

   未 収 金    ( 704 )    繰越利益剰余金   (( △57,203 )) 

  未 収 収 益   ( 17 )  株 主 資 本 合 計   5,554  

   預 託 金    ( 428 )  その他有価証券評価差額金   554  

   仮 払 金    ( 2,378 )  評価・換算差額等合計   554  

   そ の 他 の 資 産    ( 182 )           

 貸 倒 引 当 金   △45    純資産の部  合計    6,108  

     資産の部合計       54,269      負債及び純資産の部合計   54,269  
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(注) 
1．有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。 

（1）その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法により行っておりま

す。 

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平均法に基づいております。 

（2）その他有価証券のうち時価を把握することが極めて困難と認められるものの評価は、移動平均法に基づく原価法ま

たは償却原価法（定額法）により行っております。 

 

2．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により行っております。 

 

3．無形固定資産（リース資産を除く）に計上している自社利用のソフトウェアの償却については、社内における利用可能

期間（主に 5年～10年）に基づく定額法により償却しております。 

 

4．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産の減価償却は、 

リース期間を耐用年数とした定額法によっております。 

 

5．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算は、原則として外貨建取引等会計処理基準に準拠して行っております。 

 

6.その他の資産には「つながるボタン」サービスのため、顧客に配布する電子機器の在庫を計上しております。 

 

7.貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、次のと

おり計上しております。 

破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している債務者に

対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込

額及び保証による回収が可能と認められる額等を控除し、その残額を引き当てております。 

今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者等に対する債権については、債権額から担保の処分可能

見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し

て必要と認められる額を引き当てております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を

引き当てております。 

また、全ての債権は資産の自己査定基準に基づき、リスク管理部が資産査定を実施し、当該実施部署から独立した

内部監査部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

 

8．役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内部規程による支給見込み額のうち当事

業年度末において発生していると認められる額を計上しております。  

 

9．賞与引当金は、従業員賞与に充てるため、当事業年度末の支給見込額を基準に計上しております。 

 

10．役員賞与引当金は、役員賞与に充てるため、当事業年度末の支給見込額を基準に計上しております。 

 

11．価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第 115 条の規定に基づき計上しておりま

す。 

 

12．消費税等の会計処理は税込方式によっております。 

 

13. 社内における利用可能期間 5年または 10年に基づき定額法により償却しているソフトウェアの一部について、利用可

能期間の見直しを行った結果、将来にわたり償却期間が短縮しております。 

これにより、当事業年度の減価償却費が 74 百万円増加し、従来に比べ経常損失及び税引前当期純損失が同額増

加しております。 
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14．金融商品関係 

（1）金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

当社は「運用資産の流動性と安全性に留意しつつ、安定的な収益の確保を図る」ことを基本方針として、リスク管理

に留意した資産運用を行っています。運用の中心となる円建債券への投資に加え、株式等への投資を行うなど、リ

スク分散を図り、中長期的な収益確保を目指しています。 

②金融商品の内容及びそのリスク 

当社が保有する金融資産は主として預貯金であります。また、円建債券のほか、株式等への投資も行っています。

保有している円建債券は全て固定金利資産であり、金利が上昇した場合には資産価値が減少するほか、株式等

についても相場の変動により市場価格が下落するなど、価格変動リスクに晒されています。 

また、一部外貨建資産を保有しており、為替変動リスクに晒されています。 

一方、当社が保有している有価証券は、発行体の信用力の低下や破綻により、価値が大幅に減少する、あるいは

利息や元本の回収が不能になるなど、信用リスクに晒されています。 

また、巨大災害が発生した場合等、予想を上回る資金流出により資金繰りに支障を及ぼす等の流動性リスクに晒さ

れています。 

③金融商品に係るリスク管理体制 

当社は、「SOMPOホールディングスグループERM基本方針」を自社の基本方針として定め、不測の損失を極小化

するとともに、資本を有効活用し、適切なリスクコントロールのもと収益を向上させ、企業価値の最大化を図ります。

その実現のために、ERM「戦略的リスク経営」に関する体制を整備するとともに、リスクの把握および評価を含む適

切なリスク管理を行います。 

金融商品に係るリスク管理を含めた統合的なリスク管理については、リスク管理部を設置するとともに、この金融商

品に係るリスクを適切に管理するためにリスク管理部と共に経理財務部・商品業務部を資産運用リスク等管理部門

として定めている他、ERM・コンプライアンス会議を定期的に開催し、金融商品に係る保有リスクについて適宜協議

を行っています。 

<1>信用リスクの管理 

当社では、VaR（バリュー・アット・リスク）の手法により信用リスク量（予想最大損失）を定期的に計測し管理してい

ます。 

また、与信管理の一環として、同一の企業等への与信集中を回避するための限度枠管理を行なっています。 

<2>市場リスクの管理 

a.価格変動リスクの管理 

当社では、VaR（バリュー・アット・リスク）の手法によりリスク量（予想最大損失）を定期的に計測することで価格

変動リスクを管理しています。また、特定の資産にリスクが集中しないよう、各資産に限度枠を設け管理してい

ます。 

b.為替リスクの管理 

当社では、外貨建資産にかかる含み損益のモニタリング及びVaR（バリュー・アット・リスク）の手法によるリスク

量（予想最大損失）を定期的に計測することで為替リスクを管理しています。  

<3>流動性リスク管理 

当社では、日々の資金繰り管理の他に、巨大災害発生時の保険金支払いなどに対応するために必要な流動性

所要額を内規で定め、当該所要額以上の流動性資産が確保されていることを定期的に確認しています。 

 

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、

当該価額が異なることもあります。 
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（2）金融商品の時価等に関する事項 

平成31年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把

握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていません。（（注2）参照） 

 

 （単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

① 現金及び預貯金 26,063 26,063 - 

② 有価証券 18,069 18,069 - 

その他有価証券 18,069 18,069 - 

資 産 計 44,133 44,133 - 

 

（注1）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

①現金及び預貯金 

預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。 

②有価証券 

上場株式の時価には市場価格を採用しております。 

債券の時価には日本証券業協会が発表する公社債店頭売買参考統計値等の市場価格を採用し、市場価格が

ない債券を保有している場合にはブローカーまたは情報ベンダーから入手する合理的に算定された評価価額を

採用しています。 

投資信託の時価には市場価格（取引所における取引価格及び公表されている基準価格）を採用し、市場価格が

ない投資信託を保有している場合にはブローカーまたは情報ベンダーから入手する合理的に算定された評価

価額を採用しています。 

投資信託のうち預金と同様の性格を有するものは、取得原価に基づいた評価を行うものとしています。 

 

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は、次のとおりであり、「②有価証券」には含めていませ

ん。 

非上場株式及び海外の非上場株式に投資を行っている外国投資信託については、市場価格がなく、かつ将来

のキャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対

象としていません。 

 

時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 （単位：百万円） 

 
貸借対照表 

計上額 

外国投資信託 1 

合計 1 

 

15．有価証券関係 

（1）売買目的有価証券 

該当事項はありません。 

 

（2）満期保有目的の債券  

該当事項はありません。 
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（3）その他有価証券 

（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額 

取得 

原価 
差額 

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えるもの 

公社債 

株式 

外国証券 

その他 

14,128 

29 

1,043 

2,869 

13,979 

13 

1,000 

2,343 

149 

15 

43 

525 

小計 18,069 17,335 734 

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えないもの 

公社債 

株式 

外国証券 

その他 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

小計 - - - 

合計 18,069 17,335 734 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券は、上表に含まれていません。 

（4）当事業年度中に売却したその他有価証券はありません。 

 

（5）当事業年度中に減損処理を行った有価証券 

有価証券の減損にあたっては、期末の時価が取得原価に比べて30％以上下落したものすべてを対象としておりま

すが、当事業年度において該当事項はありません。 

 

16．貸付金のうち、保険業法施行規則第 59条の 2第 1項第 5号ロによる破綻先債権額、延滞債権額、3 ｶ月以上延滞債

権額及び貸付条件緩和債権額はありません。 

 

17．有形固定資産の減価償却累計額は 305百万円であります。 

 

18．関係会社に対する金銭債権の総額は 165百万円、金銭債務の総額は 68百万円であります。 

 

19．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、税務上の繰越欠損金 14,356百万円、責任準備金 1,577百万円であり

評価性引当額が繰延税金資産と同額であるため、貸借対照表に計上しておりません。繰延税金負債の発生の原因

は、その他有価証券評価差額金 179百万円であります。 

 

20．担保に供している資産は有価証券 403百万円であります。 

 

21．支払備金の内訳は次のとおりであります。 

支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 15,052 百万円 

同上にかかる出再支払備金 283 百万円 

差引（イ） 14,768 百万円 

地震保険及び自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金（ロ） 160 百万円 

計（イ＋ロ） 14,929 百万円 

 

22．責任準備金の内訳は次のとおりであります。 

普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 23,501 百万円 

同上にかかる出再責任準備金 202 百万円 

差引（イ） 23,298 百万円 

その他の責任準備金（ロ） 6,103 百万円 

計（イ＋ロ） 29,401 百万円 
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23．関連当事者との取引に関する注記 

（単位：百万円） 

種類 会社等の名称 議決権等の

所有(被所有)

割合 

関連当事者と

の関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社の 

子会社 

SOMPOシステムズ

株式会社 

なし システム開発

の業務委託 

システム開発

の業務委託 

1,413 ソフトウェア 

仮勘定 

713 

（注 1）上記金額には消費税等を含んでおります。 

（注 2）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格交渉のうえで決定しております。 

 

24. 1株当たりの純資産額は 836円 88銭であります。 

算定上の基礎である純資産の部の合計額から控除する金額はありません。 

また、普通株式の期末株式数は 7,299千株であります。 

 

25．取引銀行 3行との当座借越契約に基づく当期末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

当座借越極度額の総額 400 百万円 

借入実行額 - 百万円 

差引額 400 百万円 

 

26. 損害保険ジャパン日本興亜株式会社の子会社である当社およびそんぽ２４損害保険株式会社は、グループ国内損

害保険事業における効率性と収益性の向上を目指し、関係当局の認可等を前提として、令和元年7月1日に、当社を

存続会社として合併を予定しております。 

 

27．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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 平成３０年４月 １日から 

平成３０年度                損益計算書 

 平成３１年３月３１日まで 

            （単位：百万円） 

科         目    金             額 

経    常    収    益     41,363    

 保 険 引 受 収 益     41,308   

  正 味 収 入 保 険 料    ( 41,265 ) 

  収 入 積 立 保 険 料    ( 3  ) 

  積 立 保 険 料 等 運 用 益    ( 39 ) 

 資 産 運 用 収 益     41    

  利 息 及 び 配 当 金 収 入    ( 75  ) 

  そ の 他 運 用 収 益   ( 5 ) 

  積 立 保 険 料 等 運 用 益 振 替    ( △39 ) 

 そ の 他 経 常 収 益     13   

  そ の 他 の 経 常 収 益    ( 13 ) 

経    常    費    用      46,179   

 保 険 引 受 費 用     33,385   

  正 味 支 払 保 険 金    ( 26,711 ) 

  損 害 調 査 費    ( 3,534 ) 

  諸 手 数 料 及 び 集 金 費    ( 683 ) 

  満 期 返 戻 金    ( 92 ) 

  支 払 備 金 繰 入 額    ( 1,298 ) 

  責 任 準 備 金 繰 入 額    ( 1,048 ) 

  為 替 差 損   ( 0 ) 

  そ の 他 保 険 引 受 費 用   ( 17 ) 

 資 産 運 用 費 用     3   

  そ の 他 運 用 費 用    ( 3 ) 

 営 業 費 及 び 一 般 管 理 費     12,748   

 そ の 他 経 常 費 用     42   

  支 払 利 息    ( 6 ) 

  貸 倒 引 当 金 繰 入 額   ( 14 ) 

  そ の 他 の 経 常 費 用    ( 22 ) 

経    常    損    失       4,815   

特    別    損    失      7   

 固 定 資 産 処 分 損     0   

 価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額     4   

 事 業 構 造 改 革 費 用    1  

税 引 前 当 期 純 損 失     4,823   

法 人 税 及 び 住 民 税    15   

法 人 税 等 合 計    15   

当 期 純 損 失    4,838   
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(注) 

1. 関係会社との取引による収益の総額は 0百万円、費用の総額は 1,772百万円であります。 

 

2.（1）正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。 

収入保険料 43,226 百万円 

支払再保険料 1,961 百万円 

差引 41,265 百万円 

 

（2）正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。 

支払保険金 27,867 百万円 

回収再保険金 1,156 百万円 

差引 26,711 百万円 

 

（3）諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。 

支払諸手数料及び集金費 1,028 百万円 

出再保険手数料 345 百万円 

差引 683 百万円 

 

（4）支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。 

支払備金繰入額（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 1,320 百万円 

同上にかかる出再支払備金繰入額 13 百万円 

差引（イ） 1,306 百万円 

地震保険及び自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金繰入額（ロ） △8 百万円 

計（イ＋ロ） 1,298 百万円 

 

（5）責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。  

普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） 1,056 百万円 

同上にかかる出再責任準備金繰入額 43 百万円 

差引（イ） 1,013 百万円 

その他の責任準備金繰入額（ロ） 34 百万円 

計（イ＋ロ） 1,048 百万円 

 

（6）利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。 

有価証券利息・配当金 75 百万円 

貸付金利息 0 百万円 

その他利息・配当金 0 百万円 

計 75 百万円 

 

3．損害調査費、営業費及び一般管理費として計上した退職給付費用は確定拠出年金の拠出額103百万円であります。 

 

4. １株当たりの当期純損失の額は 820円45銭であります。 

算定上の基礎である当期純損失は 4,838 百万円であり、その全額が普通株式に係るものであります。また、普通株式の期中平均株式数

は 5,897千株であります。 

潜在株式調整後1株当たりの当期純損失の額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

5．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

 


